


32　神鋼環境ソリューション技報　Vol. 19 No. 1（2022／9）

ま え が き
　近年，閉鎖性水域のさらなる水質改善や処理水の
再利用のため，下水の高度処理化が進められている。
下水道法では閉鎖性水域の水質環境基準の達成のた
め，流域別下水道整備総合計画等に，終末処理場ご
とに放流水に含まれる窒素やりんの削減目標および
削減方法を定めることが義務付けられている。この
ことから，高度処理化の流れはさらに加速するもの
と考えられる。また，地方公共団体等の事業活動に
ともなう温室効果ガス排出量の中でも大きな割合を
占めている下水道事業については CO2 の削減が求め
られており，低動力な水処理機器のニーズは高まっ
ている。
　そのような背景のなか，当社は下水処理場の反応
タンク（嫌気槽・無酸素槽）用機器として，低動力
で維持管理性に優れる双曲面形撹拌機 PABIO Mix
を保有し，下水処理の低動力化に貢献してきた。
PABIO Mixには，撹拌翼が一体型であるⅠ型に加え，
開口部の大きさに制限のある既設反応タンクにも設
置できる，分割型（Ⅱ型）がある。今回，低動力ニ
ーズの高まりに応じ，Ⅰ型の撹拌翼形状を改良し撹

拌効率を向上させた，Ⅰ型（高効率）を開発し，建
設技術審査証明を取得した。
1. 用途
　PABIO Mixは反応タンク（嫌気槽，無酸素槽）
の活性汚泥混合液を混合・撹拌する撹拌機であり，
水深７m以下の標準槽と，７mを超える深槽のど
ちらの撹拌にも用いられる。
2. 構造・仕様
2. 1 装置の概要
　本装置の構成は，主に駆動装置，シャフト，撹
拌翼であり，Ⅰ型，Ⅰ型（高効率），Ⅱ型の全てで
共通である。装置構成を図１，２に示す。
2. 1. 1　駆動装置
　駆動装置は，水上部に設置されており維持管理
が容易である。据付は，駆動装置ベースプレート
と架台の間に防振装置を設置する。防振装置は，
始動時の衝撃吸収と，運転時の振動吸収を行うた
めのものである。
2. 1. 2　シャフト
　シャフトは，ステンレス製で優れた耐食性と耐
久性を有する。シャフトと撹拌翼の接続はフラン

図２　装置構成（深槽）

図１　装置構成（標準槽）
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ジ接続である。深槽の場合は，シャフトが長いた
め，フランジ接続にてシャフトを分割する。
2. 1. 3 　撹拌翼
　撹拌翼は，FRP製で一体型のⅠ型・Ⅰ型（高効率）
とジシクロペンタジエン（DCPD）製で分割型の
Ⅱ型の２種類があり，いずれも優れた耐食性と耐
久性を有する（表１）。翼形状は双曲面形で，翼上
面には突起が設けられている。翼の回転により，
この突起が水に外向きの力を与え，撹拌翼に沿っ
た流れを加速する（図３）。反応タンク内の撹拌に
おいて，底部流速0.1 m/s以上を確保することは，
活性汚泥の沈殿を防止するために必要不可欠であ
る。双曲面形状は，効率よく槽底部に回転方向の
流れを生成させる。さらに，PABIO Mixは槽底部
での低速回転により底部流速を確保できるため，
必要な撹拌動力が小さくなる。撹拌動力は下記の
式１）によって計算される。
　P≒ K× ρ × n3  × d5

ここに，P ：撹拌動力 ［W］
 K ：定数 ［－］
 ρ ：液密度 ［kg/m3 ］
 n ：回転数 ［sec－1 ］
 d ：撹拌翼径 ［m］
　回転方向に応じて翼上部の突起が時計回りと反
時計回りの２種類の撹拌翼があり，撹拌機と流入
流出口の位置関係に応じて使い分ける。
１）Ⅰ型，Ⅰ型（高効率）
　一体型で FRP製の撹拌翼である。土木開口が大
きい場合に用いる。撹拌翼の大きさ（直径）は，
1 500 mm，2 000 mm，2 300 mm，2 500 mmの４
種類があり水槽条件に応じて使い分ける。
　なお，審査は直径2 500 mmの撹拌翼にて実施し，
確認したものである。

２）Ⅱ型
　分割型で DCPD製の撹拌翼である。分割搬入し
て槽内で組み立てられるため，土木開口が小さく
槽内への搬入が困難な場合に用いる。撹拌翼の大
きさ（直径）は，2 500 mmの１種類である。
3. Ⅰ型（高効率）の撹拌性能（標準槽）
　撹拌性能（標準槽）の確認方法としては，実測
と流体解析によって行う。流体解析には CFD
（Computational Fluid Dynamics：数値流体力学）解
析を用いる。まず，実稼働中の D浄化センターの
設備において，底部流速が0.1 m/s以上であること
を確認する。次に，この設備をモデルとして流体
解析を行い，流速測定結果と流体解析の結果を比
較することで，精度の確認を行う。さらに，開発
目標の条件で流体解析を行い，底部流速が0.1 m/s
以上であることを確認する。
3. 1 実測による確認
　実測を行うＤ浄化センターの測定水槽形状（縦
横比１：1.6，水深6.6 m，容量600 m3 ）と測定点
を図４に示す。底部流速が0.1 m/s以上であること
を確認するとともに，MLSS濃度の深さ方向分布
を測定し，均一性を確認する。

図３　ベクトル線図

表１　Ⅰ型，Ⅱ型，Ⅰ型（高効率）の比較



34　神鋼環境ソリューション技報　Vol. 19 No. 1（2022／9）

3. 1. 1　底部流速
１）測定方法
　底部流速は，３次元電磁流速計で実測する。流
速測定は，各測定箇所について，１秒間隔で５分
間記録する。記録した３成分の流速データ（Vxt，
Vyt，Vzt）の１秒ごとの合成流速の５分間平均値
Vが0.1 m/s以上であることを確認する。

撹拌機の回転数は13 min－1とする。
２）測定箇所
　図４に示す㋐，㋑，㋒の３箇所で底部より100 
mm上の流速を測定する。

合成流速：V（m/s）=
300

300
t＝0∑ V2xt＋V2yt＋V2zt

3. 1. 2　撹拌動力密度
１）測定方法
　撹拌動力密度は，クランプ式電力計を用いて消
費電力を測定し，水槽容量で除して算出する。測
定は，電動機１次側の電源ケーブルに電力計を設
置して，消費電力量を１秒間隔で１分間記録し，
１分間平均値を水槽容量で除して撹拌動力密度を
算出し，２ W/m3 以下であることを確認する。
２）測定箇所
　撹拌機の電動機１次側を測定する。
3. 1. 3　MLSS 濃度
１）測定方法
　MLSS濃度は，汚泥濃度計を用いて測定する。
測定は，10秒間隔で１分間記録し，各地点の１分

図４　D浄化センター　測定水槽形状および測定点

表２　流体解析入力条件
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間平均値に大きな差がないことを確認して，均一
撹拌されていることを確認する。
２）測定箇所
　図４に示す㋐，㋑，㋒の３箇所で，それぞれ底
部より200 mm，1 100 mm，2 600 mm，4 100 mm，
5 600 mmの MLSS濃度測定を行う。
3. 2 流体解析による確認
3. 2. 1　流体解析の精度確認（ケース１）
　流体解析の精度を確認するため，D浄化センタ
ーの実測結果と解析結果の比較を行う。流体解析
入力条件を表２に示す。
3. 2. 2  開発目標条件における撹拌性能の確認（ケ

ース２）
　開発目標条件において流体解析を行い，撹拌動
力密度２ W/m３以下で底部流速が0.1 m/s以上とな
ることを確認する。流体解析入力条件を表２に，
開発目標条件の水槽モデルを図５に示す。
　開発目標条件の流体解析は流入流出のない条件
とする。これは流入流出による流れが加算される
ことによって本撹拌機の撹拌性能指標である底部
流速を過大評価する可能性があるためである。実
際の槽では流入流出による流れが生じるが，撹拌
機が発生させる流れと打ち消し合わないように撹
拌機の回転方向および撹拌翼上部の突起の向きを
決定する。

3. 3 試験結果
3. 3. 1  実測による確認結果
　D浄化センターにおける実測での試験結果を以
下に示す。
１）底部流速測定結果
　底部流速の測定結果を図６に示す。㋐，㋑，㋒
の各地点において，平均流速は0.1 m/s以上となっ
たため，底部流速が0.1 m/s以上であることを確認
した。
２）撹拌動力密度結果
　消費電力測定結果および撹拌動力密度算出結果
を，表３に示す。この結果より，撹拌動力密度は 
２ W/m3 以下であることを確認した。
３）MLSS濃度測定結果
　MLSS濃度測定結果を図７に示す。㋐，㋑，㋒
の各地点において，深さ方向に MLSSの偏りは見
られないため，反応タンク内が均一に撹拌されて
いることを確認した。また，MLSS濃度が5 000 
mg/L以下であることを確認した。
3. 3. 2  流体解析による確認結果
１）流体解析の精度確認結果
　㋐地点における流速の実測値（２回）と流体解
析結果の比較を図８に，流体解析による底部流速
の平面分布を図９に示す。流体解析結果では各地
点の流速が色分けにより示されている。
　図８から，流速実測値と流体解析値の線形は近
似しており，流体解析値に比べて実測値は安全側
となるため，流体解析による性能評価は問題ない
ことを確認した。

図５　開発目標条件の水槽モデル（ケース２）

図６　底部流速測定結果（連続データ）

表３　撹拌動力密度測定結果
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　また，底部流速の実測値と解析値がおおむね一
致しており，流体解析の精度に問題がないことを
確認した。
　開発目標条件（ケース２）における流体解析結
果を図10に示す。図10より，中央の撹拌機から距
離が離れるほど低い流速となっているが，最も低
くなる槽の四隅において底部流速が0.1 m/s以上と

なることを確認した。この結果から，開発目標条
件において，底部流速が0.1 m/s以上であることを
確認した。
4. Ⅰ型（高効率）の撹拌性能（深槽）
4. 1 審査方法
　Ⅰ型（高効率）の深槽における撹拌性能を，流
体解析により確認する。流体解析は，「３.Ⅰ型（高
効率）の撹拌性能（標準槽）」で使用したモデルと
同じモデルを使用する。図11に示す水槽形状に対
して流体解析を行い，撹拌動力密度２ W/m3 以下
で底部流速が0.1 m/s以上となることを確認する。
流体解析入力条件を表４に示す。

図７　MLSS濃度測定結果

図８　底部流速の実測値と流体解析結果の比較

図９ D浄化センターの条件（ケース１）における流体
解析結果（底部から100 mm高さにおける平均流速）

図10　開発目標条件（ケース２）における流体解析結果
（底部から100 mm高さにおける平均流速）

図11　開発目標条件の水槽モデル（ケース１）
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4. 2 試験結果
　開発目標条件（ケース１）における流体解析結
果について，図12に示す。図10と同様に，図12で
も中央の撹拌機から最も離れた，槽の四隅におい
て底部流速が0.1 m/s以上であることを確認した。
　この結果から，開発目標条件において，底部流
速が0.1 m/s以上であることを確認した。

図12 開発目標条件（ケース１）における流体解析結果（底
部から100 mm高さにおける平均流速）

む　す　び
　PABIO Mixの従来型であるⅠ型の撹拌翼形状を
改良して撹拌効率を向上させたⅠ型（高効率）を
開発し，建設技術審査証明を取得した。Ⅰ型（高
効率）は開発目標条件（表２，ケース２および表４，
ケース１）において，底部流速0.1 m/s以上，撹拌
動力密度２ W/m3 以下，MLSS濃度5 000 mg/L以
下を満たす機器である。
　今後，Ⅰ型（高効率）の性能を活かし，下水処
理における高度処理と省エネ化に貢献していきた
い。

［参考文献］
１）永田進治：新化学工学講座，撹拌機の所要動力，日
刊工業新聞社（1957），p33

表４　流体解析入力条件（深槽）
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食品バイオマスを用いたメタン発酵処理事業会社設立
　当社は，2022年４月７日に神戸環境クリエート株式会社と共同で食品廃棄物のメタン発酵処理事業を行う
特別目的会社を設立いたしました。
　当社はクリーンエネルギー分野を重点事業領域と位置付けており，下水汚泥，食品廃棄物，家畜排せつ物
などの地域バイオマスによるバイオガス発電を複数展開しております。今回，神戸環境クリエート株式会社
が再生可能エネルギー事業拡大の一環として食品バイオマス由来のメタン発酵ガス発電事業を計画する中
で，安定した事業運営を行うため，メタン発酵処理の知見を有する当社も事業参画し，処理事業会社を設立
する形となりました。
　特別目的会社は，株式会社ジャパンクリーンサービス（神戸環境クリエート株式会社の親会社）所有地内
に処理施設を建設し，発生するバイオガス（メタン発酵ガス）を神戸環境クリエート株式会社に販売します。
バイオガスは，神戸環境クリエートが別途建設する発電施設へ送られ，神戸環境クリエートにて「再生可能
エネルギー固定価格買取制度（FIT制度）」を活用したバイオガス発電事業を行います。
　今回の事業では施設の設計および建設工事（土木，建築，機械，電気）を当社が請負い，メタン発酵処理
設備は特別目的会社，バイオガス発電設備は神戸環境クリエート株式会社からそれぞれ受注しています。
　食品廃棄物によるバイオガス発電事業に建設・維持管理の請負以外で事業者として参画するのは，当社に
とって今回が２例目となります。本事業を含め，今後も食品廃棄物のメタン発酵処理事業を促進し，バイオ
ガスの有効利用等，地球温暖化防止に貢献します。

【メタン発酵処理事業の概要】
　①特別目的会社の概要
　　商号　　：　株式会社コベック（Kobec Co.,Ltd）
　　所在地　：　兵庫県神戸市兵庫区遠矢浜町４番38号
　　出資比率：　神戸環境クリエート株式会社　    83.7 %
　　　　　　　　株式会社神鋼環境ソリューション　16.3 %

　②メタン発酵処理事業の計画概要
　　施設名　：　（仮称）バイオガス KOBE
　　事業内容：　食品廃棄物をメタン発酵処理し，生成したバイオガスを供給する事業
　　処理規模：　60 t /日（廃棄物処理量）
　　事業期間：　2024年６月～ 2045年12月（予定）
　　　　　　　　※神戸環境クリエート株式会社による発電事業開始は2025年１月を予定

　③事業スキーム

請負契約

建 設
修 繕

薬品販売

建 設
修 繕

請負契約
収集運搬費の支払い

㈱神鋼環境
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

㈱神鋼環境
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

神戸環境クリエート㈱
神戸環境
ｸﾘｴｰﾄ㈱

出資83.7 %

㈱神鋼環境
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

出資16.3 % 電力売却

食品会社
ｺﾝﾋﾞﾆ・
ｽｰﾊﾟｰ等

【メタン発酵処理事業】
【バイオガス発電事業】

FIT認定
電 力
会 社

処理費の支払い バイオガス 料金支払い

一般廃棄物
産業廃棄物

㈱コベック

収集運搬

委託
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【メタン発酵処理施設の完成イメージ】

【メタン発酵処理施設概略フロー】

生ごみ
受入供給

ｺﾝﾍﾞｱ
分別機 調整槽

ﾒﾀﾝ

発酵槽

廃棄飲料

脱水機 外部搬出

異物貯留

ｺﾝﾃﾅ

外部搬出

脱硫 ｶﾞｽﾎﾙﾀﾞ ｶﾞｽ発電

余剰ｶﾞｽ燃焼

異物

原料
発酵

残渣

発電事業
脱臭装置※各所臭気

発電廃熱

排水処理

設備
下水道放流

排水

脱水

ｹｰｷ

余剰汚泥

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ
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施設 ・ 技術紹介 http://www.kobelco-eco.co.jp

「兵庫東流域下水汚泥広域処理場汚泥処理施設改築工事」を受注
～下水汚泥エネルギー有効利用，温室効果ガス排出量削減を推進～

　当社は，メタウォーター株式会社，日鉄エンジニアリング株式会社，三菱電機株式会社，佐藤工業株式会
社との５社にて構成した特定建設共同企業体で，地方共同法人日本下水道事業団から「兵庫東流域下水汚泥
広域処理場汚泥処理施設改築工事」（以下，「本工事」）を受注し，2021年10月４日に工事請負契約を締結し
ました。
　現在，兵庫東流域下水汚泥広域処理場では下水汚泥を全量焼却処理していますが，施設の老朽化が進んで
います。兵庫県では下水道資源の有効利用を推進しており，本工事では，既存設備の改築に加え，国内最大
級の汚泥消化施設及び汚泥燃料化施設を新設します。官民連携により，下水汚泥からのバイオガス・汚泥燃
料の製造，それらの利活用に取り組み，兵庫県内での下水汚泥エネルギーの有効利用と温室効果ガス排出量
削減を推進します。
　本工事の遂行により，下水処理場の付加価値向上ならびに地球温暖化防止に貢献してまいります。

【兵庫東流域下水汚泥広域処理場汚泥処理施設改築工事の概要】
①受 注 者：神鋼環境ソリューション・メタウォーター・日鉄エンジニアリング・三菱電機・
　　　　　　佐藤工業特定建設共同企業体
②工事概要：
　（1） 汚泥消化施設（１槽あたりの貯留容量9 000 m3 ×４槽の鋼板製消化槽）・

汚泥燃料化施設（２系列）等の機械設備工事
　（2） 上記に付随する電気設備工事，土木工事及び建築工事
③事業方式：DB方式（Design：設計，Build：施工の略で設計施工一括発注方式のこと）
④本事業の特長：
　（1） 老朽化した汚泥処理施設の更新

兵庫東流域下水汚泥広域処理場の安定運用に向け，汚泥処理施設を更新します。
　（2） 国内最大級の汚泥消化・汚泥燃料化施設の新設

国内最大級の鋼板製消化槽と汚泥燃料化施設を新設し，官民連携で下水汚泥エネルギーの有効利用
と温室効果ガス排出量削減に取り組みます。
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【兵庫東燃料化設備　完成イメージ】

【汚泥処理施設の処理フローおよび主要機器の特徴】
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福知山市汚泥処理施設再構築事業汚泥有効利用施設整備工事を受注

　当社は，株式会社松村組と構成した特定建設共同企業体で，地方共同法人日本下水道事業団から「福知山
市汚泥処理施設再構築事業汚泥有効利用施設整備工事」（以下「本工事」）を受注し2022年１月11日に工事請
負契約を締結しました。
　福知山市はバイオマス資源である下水汚泥の有効活用を推進しており，本工事では更新時期を迎えた既存
施設の改築に加え，汚泥消化施設及び汚泥燃料化施設を新設します。官民連携により，下水汚泥由来の消化
ガス・汚泥燃料の製造及び利活用（消化ガスの場内利用及び汚泥燃料の発電所利用）に取り組み，下水汚泥
エネルギーの有効活用と温室効果ガス排出量削減を推進します。
　当社は「今を越える発想で，健やかな環境と暮らしを次世代へ」をミッションとする中で，本工事の遂行
により，下水処理場におけるエネルギー自給率の向上ならびに地球温暖化防止に貢献して参ります。

【福知山市汚泥処理施設再構築事業汚泥有効利用施設整備工事の概要】
①受 注 者：神鋼環境ソリューション・松村組特定建設共同企業体

②工事内容：外部汚泥受入・濃縮・消化・脱水・汚泥燃料化施設の機械設備工事
　　　　　　上記に付随する電気設備工事，土木工事及び建築工事

③事業方式：DB（Design：設計，Build：施工）（＋ O（Operation：維持管理・運営））方式※

　　　　　　※維持管理・運営および生成物（汚泥燃料）売買に関しては別途契約を予定。

④本工事の特徴
　（1）汚泥処理施設の再構築
　更新時期を迎えた既存設備を改築するとともに，汚泥有効利用施設を導入し，集約したし尿や汚泥
等のバイオマスの効率的な利用を図ります。

　（2）下水汚泥エネルギーの有効活用
　発電事業を行う神戸製鋼所と下水汚泥処理事業を手掛ける当社が連携し，KOBELCOグループ一体
で，カーボンニュートラルなバイオマスである汚泥燃料を発電燃料として有効利用します。

　（3）温室効果ガス排出量の削減
　官民連携で下水汚泥エネルギーの有効利用と温室効果ガス排出量削減に取り組み，CO2 排出量を削
減します。
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［福知山燃料化設備　完成イメージ］

［処理フローおよび主要機器の特徴］

※1　ベルト型濃縮機　　　※2　鋼板製消化槽
※3　難脱水対応強化型スクリュープレス脱水機　　※4　炭化炉
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福井市から「（仮称）福井市新ごみ処理施設整備・運営事業」を受注
～６MPa × 450 ℃ボイラによる国内最高水準の高効率発電，

高速飛灰炭酸化技術による焼却排ガスからの CO2 回収を実施～

　当社は，福井県福井市より，「（仮称）福井市新ごみ処理施設整備・運営事業」を受注しました。
　本事業は，福井市から排出されるごみを処理するものであり，本施設の設計・建設業務を当社と鹿島建設
株式会社，石黒建設株式会社で構成する共同企業体（代表企業：当社）が実施し，その後20年間にわたる運
営・維持管理業務を当社および当社グループ会社である神鋼環境メンテナンス株式会社が出資する特別目的
会社にて行います。
　今回採用した「回転ストーカ式焼却炉」は，火格子がボイラ水管壁で構成されているストーカ式の焼却炉
です。高い耐久性，低質ごみから高質ごみまでの幅広いごみ質への適応，低空気比燃焼，高効率熱回収性能
等が特長です。さらに，本事業では「高温高圧ボイラ・タービン（６ MPa× 450 ℃）」の採用による国内最
高水準の高効率発電，焼却排ガスに含まれる CO2 を飛灰に吸収 /固定化させる「高速飛灰炭酸化技術」の導
入を実施します。

【事業の概要】
①事業内容：焼却施設の設計・建設業務，運営・維持管理業務，及び関連施設の整備等
②工期・履行期間
　・設計・建設期間：2022年３月24日から2026年３月31日まで
　・運営期間：2026年４月１日から2046年３月31日まで（20年間）
③契約者
　・設計・建設業務：神鋼・鹿島・石黒特定建設工事共同企業体
　・運営・維持管理業務：㈱神鋼環境ソリューション，神鋼環境メンテナンス㈱の共同出資により設立す
る特別目的会社

④ごみ処理能力：265 t /日（132.5 t /日×２炉）

施設完成イメージ図
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「廃棄物処理施設の基幹的設備改良工事，長期包括運営業務」の完了と受注
～施設の長寿命化と CO2 削減に貢献～

　廃棄物処理施設は竣工後の年数が進むにつれて経年劣化による不具合や性能低下が起こってきますが，こ
れに対して将来も安定的にごみ処理事業を継続していく必要から，後継となる新しい施設の建設という方法
のほかに，基幹的設備改良工事という既存施設の主要設備・機器の更新や改良を行って施設の延命化を図る
ことが行われています。さらに，その施設を長期的に適正な管理 ･運用を行うことが重要となることから，
それらを長期包括運営業務としてプラントメーカ等へ委託することも行われるようになっています。
　弊社ではこのお客様のニーズに応えるべく，基幹的設備改良工事を通して，延命後の長期的な安定稼働の
確保と最新技術の導入による CO2 排出量の削減を行い，これまで蓄積してきた運転ノウハウを最大限活用し
て施設を適切な管理のもと長期間にわたり使用可能とすることで，廃棄物処理施設の整備に係わるトータル
コストの縮減と平準化に寄与し，安定した安心・安全な廃棄物処理の実現に貢献します。
　基幹的設備改良工事では，現在の施設がごみ処理運転に伴って排出する CO2 量を，改良工事を行うことで
一定割合以上の削減を達成する等の要件を満たすことで，環境省の二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金，
二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金ならびに循環型社会形成推進交付金を受けることが可能となっていま
す（いずれの補助金 /交付金を受けるかは種々要件によります）。今回の事業はいずれもこれを活用するこ
とで事業費の抑制もできております。
　今後もこれまで培ってきた計画から設計・建設・運営・維持管理までの一連の基盤技術に最新の技術を導
入し，新設工事のみならずニーズの高い基幹改良工事と長期包括運営業務へ最適な提案で応え，廃棄物処理
関連事業を通じて SDGs 実現に向けて取組んでいきます。

【基幹的設備改良工事の完了】
１．加賀市環境美化センター基幹改良設備工事
①工事名称：加賀市環境美化センター
　　　　　　基幹的設備改良工事
②施設竣工：1996年３月（約23年経過）
③工　　期：2019年６月から2022年３月まで
④処理方式：流動床式焼却炉
⑤施設規模：焼却施設　160 t /日（80 t / 24 h×２炉）
⑥本工事の特長：
・稼働後約23年経過した同施設の機能を回復させると同時に，工事後約15年間の施設延命化を図りまし
た。
・プレミアム効率モータ採用，インバータ化等により省電力化を図りました。
・最新設備への交換により省エネルギー化を図りました。
・省電力化により CO2 排出量を３ %以上削減することで，環境省の二酸化炭素排出抑制対策事業費交
付金を活用しました。
・工事は停止中の系列で順次実施することで通常操業に影響なく進めました。
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２．クリーンピア射水基幹改良設備工事
①工事名称：クリーンピア射水
　　　　　　基幹的設備改良工事
②施設竣工：2003年３月（約16年経過）
③工　　期：2019年６月から2022年２月まで
④処理方式：流動床式焼却炉
⑤施設規模：焼却施設　138 t /日（46 t / 24 h×３炉）
⑥本工事の特長：
・稼働後約16年経過した同施設の機能を回復させると同時に，工事後約15年間の施設延命化を図りまし
た。
・プレミアム効率モータ採用，インバータ化等により省電力化を図りました。
・給じんシステム，焼却炉の改造により更なる安定燃焼と発電効率アップを実現しました。
・省電力化により CO2 排出量を５%以上削減することで，環境省の二酸化炭素排出抑制対策事業費等補
助金を活用しました。
・工事は停止中の系列で順次実施することで通常操業に影響なく進めました。

【基幹的設備改良工事および長期包括運営業務の受注】
１．下関市リサイクルプラザ処理棟基幹的設備改良工事
①工事名称：下関市リサイクルプラザ処理棟
　　　　　　基幹的設備改良工事
②施設竣工：2003年６月（約19年経過）
③工　　期：2021年12月から2024年１月まで
④処理方式：破砕・選別・圧縮・梱包・貯留
⑤施設規模：113 t /日
⑥本工事の特長：
・稼働後約19年経過した同施設の機能を回復させると同時に，工事後10年間以上の施設延命化を図りま
す。
・プレミアム効率モータ採用，現状のごみ性状にあった電動機の再選定等により省電力化を図ります。
・最新設備への交換により省エネルギー化を図ります。
・別途発注の建築設備工事（照明の LED化等）と合わせて，プラント設備の省電力化により事業全体
の CO2 排出量を３%以上削減することで，環境省の循環型社会形成推進交付金を活用します。

２．生駒市清掃センター基幹的設備改良工事
①工事名称：生駒市清掃センター
　　　　　　基幹的設備改良工事
②施設竣工：1991年３月（約31年経過）
③工　　期：2022年３月から2025年２月まで
④焼却方式：流動床式焼却炉
⑤施設規模：焼却施設　220 t /日（110 t / 24 h×２炉）
⑥本工事の特長：
・稼働後約31年経過した同施設の機能を回復させると同時に，工事後15年間以上の施設延命化を図りま
す。
・最新設備の導入，プレミアム効率モータ採用，インバータ化により省電力化を図ります。
・上述設備改善での省電力化により CO2 排出量を５%以上削減することで，環境省の二酸化炭素排出抑
制対策事業費等補助金を活用します。


